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表紙

● 事業報告
「会社の体制及び方針　業務の適

正を確保するための体制及び運
用状況」

● 連結計算書類

「連結株主資本等変動計算書」

「連結注記表」

● 計算書類

「株主資本等変動計算書」

「個別注記表」

上記事項につきましては、法令及び当社定款第15条第２項の規定に基

づき、書面交付請求をいただいた株主様に対して交付する書面（電子

提供措置事項記載書面）への記載を省略しております。

第59回定時株主総会の招集に際しての

電子提供措置事項

第59期

（2025年４月１日から2026年３月31日まで）

株式会社創健社
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会社の体制及び方針

　会社の体制及び方針
業務の適正を確保するための体制及び運用状況
　当社は、会社法及び会社法施行規則、並びに金融商品取引法に基づき、「取締
役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社
の業務の適正を確保するための体制」について、内部統制システム構築の基本方
針を取締役会において決議しております。その内容及び運用状況の概要は以下の
とおりです。

(1) 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため
の体制

　取締役及び使用人が法令・定款を遵守し、倫理を尊重する行動ができるように
社長を委員長とする「コンプライアンス委員会」を設置し、コンプライアンス上
の重要な問題を審議するとともに、コンプライアンス体制の維持・向上を図り、
啓発教育を実施する。また、取締役並びに使用人が法令に違反する行為を発見し
た際には、速やかに管理部責任者に通報するとともに、通報者が不利益を被るこ
とのないよう内部通報制度を構築するものとする。

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　取締役の職務執行に係る情報については、「文書管理規程」に基づき、その保

存媒体に応じて適切・確実に、かつ検索及び閲覧可能な状態で定められた期間、

保存・管理するものとする。

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

① 組織横断的なリスクについては、社長を委員長とする「リスク管理委員会」

を設置するとともに、「リスク管理規程」を定め、同規程に基づくリスク管

理体制を構築するものとする。また、リスクのうちコンプライアンス、環境

及び情報セキュリティーに関しては、専管する組織を設置し、規則の制定、

研修の実施、マニュアルの作成等を行うものとする。なお、新たに生じたリ

スクについては、対応責任者を定め、速やかに対応するものとする。

② 不測の事態が発生した場合には、社長指揮下の対策本部を設置し、迅速な対

応を行い、損害の拡大を防止する体制を整えるものとする。

(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

① 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の基礎と

して、取締役会を月１回定時に開催するほか、適宜臨時に開催するものとす

る。また、経営に関する重要事項については、事前に経営会議において議論

を行い、その審議を経て、取締役会で執行決定を行うものとする。

② 取締役会の決定に基づく業務執行については、「組織規程」、「業務分掌規

程」及び「職務権限規程」において、それぞれの責任者及びその責任、執行

手続の詳細について定めるものとする。
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会社の体制及び方針

③ 中期経営計画及び年度事業計画を立案し、全社的な目標を設定するものとす

る。また、経営会議において、定期的に各事業部門より業績のレビューと改

善策を報告させ、具体的な施策を実施させるものとする。

(5) 当社及びその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体

制

　当社グループの相互密接な連携を図り、経営の効率的・効果的運営を実施す

る。子会社の経営については、その自主性を尊重しつつ、親会社から取締役又は

使用人が非常勤の役員に就任して業務執行取締役の監督にあたる体制をとり、ま

た、日常の業務執行に関し定期的な報告と重要案件について事前協議を求め、業

務の適正を確保する。

　また、当社の内部監査部門による監査の実施などグループ監査を実施し、業務

の適正を確保する。

(6) 監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関する体制と当該使用人の取締役

（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性に関する事項

　監査等委員会が必要とした場合、監査等委員会の職務を補助する使用人を置く

ものとする。なお、使用人の任命、異動、評価、懲戒は、監査等委員会の意見を

尊重した上で行うものとし、当該使用人の取締役（監査等委員である取締役を除

く。）からの独立性を確保するものとする。

(7) 取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人が監査等委員会に報告

するための体制その他の監査等委員会への報告に関する体制及び監査等委員会

の監査が実効的に行われることを確保するための体制

① 取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人は当社及びグループ

各社の業務又は業績に関わる重要な事項について監査等委員会に報告するも

のとし、職務の執行に関する法令違反、定款違反及び不正行為の事実、又は

当社及びグループ各社に損害を及ぼす事実を知った時は、遅滞なく報告する

ものとする。なお、前記に関わらず、監査等委員会は必要に応じて、取締役

（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人に対し報告を求めることが

できるものとする。

② 監査等委員会は、会計監査人、内部統制委員会、グループ各社の監査役と情

報交換に努め、連携して当社及びグループ各社の監査の実効性を確保するも

のとする。

(8) 財務報告の信頼性を確保するための体制

　財務報告の信頼性を確保するため、財務報告に係る内部統制が有効に機能する

体制を構築し、整備、運用するものとする。
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会社の体制及び方針

(9) 反社会的勢力排除に向けた体制

　社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体とは一切の関係を持た

ず、また、これらの圧力に対しては警察等の外部機関や関係団体とも連携を図

り、毅然とした姿勢で組織的に対応するものとする。

(10)業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

① コンプライアンスについては、「経営基本方針」を制定し、すべての役職員

が基本ルールに則って行動するよう周知徹底を図るとともに、内部統制監査

によるモニタリングを通じ、遵守状況を確認しております。また通常の報告

ルートとは異なる内部通報制度を整備し、通報者の保護を図り、不正行為の

早期発見と是正に努めております。

② 取締役会を月１回定時に開催する他、必要に応じて臨時取締役会を開催、ま

た経営会議を週１回定時に開催し、コンプライアンス、投資及び損失の危険

の管理を含む、経営上のリスクに関する報告及び協議を行い、その管理状況

を確認しております。

③ 取締役会には、取締役（監査等委員である取締役を除く。）は４名が出席、

取締役（監査等委員）は独立社外監査等委員２名を含む３名が出席するとと

もに、経営会議には常勤監査等委員が出席し、取締役（監査等委員である取

締役を除く。）の職務執行等につき意見を述べ、常に監視できる体制を整え

ております。また代表取締役社長は監査等委員会との間で定期的に意見交換

を行っております。

④ 監査等委員会は、独立社外監査等委員２名を含む監査等委員３名で構成され

ており、月１回定時に開催する他、臨時監査等委員会を開催し、監査に関す

る重要事項の報告及び協議又は決議を行っております。

⑤ 取締役会、監査等委員会及び経営会議の議事録は開催ごとに作成・管理さ

れ、稟議書等職務の執行に係る重要な文書等も適切に管理しております。

⑥ 取締役会及び経営会議は、中期経営計画にて定められた取締役及び使用人が

共有する全社的な目標の達成状況の確認と見直しを行っております。また各

担当部署は「組織規程」、「業務分掌規程」及び「職務権限規程」に従い、

その目標達成のため部署ごとの具体的目標及び効率的な達成計画を定め、そ

の進捗状況について定期的に取締役会及び経営会議にて報告しております。

⑦ 当社グループの子会社には、親会社である当社より取締役又は使用人が非常

勤の役員に就任し、子会社の管理に関する規定の遵守並びに業務執行取締役

の監督にあたるとともに、月１回定時開催の子会社の取締役会にて質疑応答
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を行って情報の共有化を図るなど、子会社の経営管理体制を構築しておりま

す。また子会社の重要案件については、親会社である当社への事前報告もし

くは申請を行い、当社の取締役会及び経営会議にて十分な検討を行い、承認

決議を行うことで子会社の業務の適正を確保しております。

⑧ 内部統制監査は、代表取締役社長を委員長とする内部統制委員会により、内

部統制監査計画を作成し、基本方針に即した内部統制システムの整備・運用

のもと、適切に実施しております。また監査等委員会、会計監査人及び内部

統制委員会は、定期的に意見交換を行い、実効性のある内部統制監査の実施

を行っております。

⑨ 監査等委員会の職務を補助すべき使用人の独立性は、基本方針に従い十分確

保されております。

⑩ 監査等委員は、その職務の執行について生じる費用について、当社から前払

又は償還を受けることができるとしております。
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連結株主資本等変動計算書

（2025年４月１日から
2026年３月31日まで）

(単位：千円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 920,465 45,965 160,799 △11,154 1,116,075

当期変動額

剰余金の配当 △13,995 △13,995

親会社株主に帰属
する当期純利益

17,000 17,000

自己株式の取得 △223 △223

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

-

当期変動額合計 - - 3,005 △223 2,782

当期末残高 920,465 45,965 163,805 △11,378 1,118,857

その他の包括利益累計額

純資産合計
その他有価証
券評価差額金

その他の包括
利益累計額合
計

当期首残高 44,498 44,498 1,160,574

当期変動額

剰余金の配当 △13,995

親会社株主に帰属
する当期純利益

17,000

自己株式の取得 △223

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

22,035 22,035 22,035

当期変動額合計 22,035 22,035 24,818

当期末残高 66,534 66,534 1,185,392

連結株主資本等変動計算書

　（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
有 形 固 定 資 産 ………………
（リース資産を除く）

定率法(ただし、1998年４月１日以降に取得した建物(附属
設備を除く)及び機械装置並びに2016年４月１日以降に取
得した建物附属設備及び構築物については、定額法)を採
用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物　　　　　　　　18年～41年
工具、器具及び備品　２年～20年

連　結　注　記　表

1. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記
(1) 連結の範囲に関する事項

連結子会社の数……１社
会社の名称…………髙橋製麺株式会社

(2) 持分法の適用に関する事項
該当事項はありません。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項
すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

(4) 会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法
ⅰ) 有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券……………………市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売
却原価は移動平均法により算定）を採用しております。

市場価格のない株式等
主として移動平均法による原価法を採用しております。

ⅱ) 棚卸資産の評価基準及び評価方法
　主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価
切下げの方法）を採用しております。

無 形 固 定 資 産 ………………定額法を採用しております。
なお、ソフトウエア（自社利用分）については、社内にお
ける利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しており
ます。

リース資産…………………………リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を
採用しております。

投資その他の資産
その他（長期前払費用）………均等償却によっております。

③ 重要な引当金の計上基準
貸倒引当金…………………………売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については
個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上してお
ります。

賞与引当金…………………………従業員への賞与の支給に備えるため、支給見込額を計上し
ております。

役員退職慰労引当金………………役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当連
結会計年度末要支給額を計上しております。

④ 重要な収益及び費用の計上基準
　顧客との契約から生じる収益は、健康自然食品の卸売業において主に商品の販売によるも
のであり、このような商品の販売については、顧客に商品を引き渡した時点で収益を認識し
ております。
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連結注記表

現金及び預金（定期預金） 233,000千円
建物及び構築物 35,189千円
土地 39,368千円

計 307,558千円

短期借入金 616,939千円
長期借入金 273,082千円

計 890,021千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 458,936千円

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式 705,500株 －株 －株 705,500株

⑤ その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
　退職給付に係る会計処理の方法
退職給付に係る負債及び退職給付費用の算定にあたり、期末自己都合要支給額を退職給付債
務とする簡便法を適用しております。

2. 会計上の見積りに関する注記
(1) 繰延税金資産の回収可能性
① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額： 16,523千円(相殺前)
② 会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
ⅰ) 算出方法

繰延税金資産は繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針（企業会計基準適用指針第26
号）等に従い、将来の収益計画に基づく課税所得に基づき、将来減算一時差異に係る税額から
将来の会計期間において回収が見込まれない金額を控除して計上しております。

ⅱ) 主要な仮定
将来の経済状況や事業環境の業績への影響を見通すことは困難でありますが、最善の見積り

を行う上での一定の仮定として当社グループにおいて、経済状況が徐々に回復すると仮定し、
将来課税所得の見積りを行うとともに、繰延税金資産の回収可能性について会計上の見積りを
行っております。

ⅲ) 翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
現在想定しうる最善の予測に基づき繰延税金資産を計上しておりますが、将来の経済状況、

事業環境の変化等によっては将来課税所得の額に影響が発生し、繰延税金資産の回収可能性に
影響を与える可能性があります。

3. 連結貸借対照表に関する注記
(1) 担保に供している資産及びこれに対する債務

（資産）

（上記に対する債務）

4. 連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式に関する事項
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連結注記表

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式 5,745株 82株 －株 5,827株

（ 決 議 ） 株式の種類
配当金の総額

（千円）
配当の原資

１株当たり

配当額（円）
基 準 日 効力発生日

2025年６月27日

定時株主総会
普通株式 13,995 利益剰余金 20

2025年

３月31日

2025年

６月30日

（ 決 議 予 定 ） 株式の種類
配当金の総額

（千円）
配当の原資

１株当たり

配当額（円）
基 準 日 効力発生日

2026年６月26日

定時株主総会
普通株式 13,993 利益剰余金 20

2026年

３月31日

2026年

６月29日

(2) 自己株式に関する事項

（注）自己株式の増加は、自己株式の買取による増加82株であります。

(3) 新株予約権等に関する事項

   該当事項はありません。

(4) 配当に関する事項

① 配当金支払額

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるも

の

5. 金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針
　当社グループは、資金運用に関しては預金等による元本が保証されるものを中心にしてお
ります。
　また、短期的運転資金や長期にわたる設備資金は銀行借入を中心にして調達する方針であ
ります。デリバティブ取引に関しては、投機的な取引を行わない方針であります。

② 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リス
クに関しては当社グループの債権管理マニュアルに従い、営業本部において、取引先ごとの
期日管理及び残高管理を毎月行うとともに、未入金一覧表を四半期ごとにリストアップし、
回収遅延のおそれがある顧客については管理本部と連絡を取り、速やかに適切な処理を取る
ようにしております。
　投資有価証券は、株式、投資信託及び地方債であり、市場価格等の変動リスクに晒されて
おります。当該リスクに関しては経理規程に従い、管理本部において、時価等があるものに
ついては四半期ごとに時価を把握し、時価がないものについては年度ごとに決算書を入手
し、財務状況を把握する管理体制としております。
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区分
連結貸借対照表計上額

（千円）
時価

（千円）
差額

（千円）

投資有価証券

その他有価証券 152,822 152,822 －

資産計 152,822 152,822 －

長期借入金（一年以内返済予定含む） 494,611 485,603 △9,007

負債計 494,611 485,603 △9,007

区分 連結貸借対照表計上額（千円）

非上場株式 1,318

　営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが３か月以内の支払期日でありま
す。短期借入金、長期借入金及びファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に運転
資金及び設備資金に係る調達です。借入金利については、金融市場における利率上昇リスク
を回避する目的で、ほとんどの借入を固定金利にしております。
　営業債務、借入金及びファイナンス・リース取引に係るリース債務は、流動性リスクに晒
されておりますが、管理本部において、当社グループ各社の資金繰計画を適時に作成、更新
するなどの方法により管理しております。

③ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件を採用
することにより、当該価額が変動することもあります。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとおりであります。

（※）1. 現金及び預金、受取手形、売掛金、支払手形及び買掛金、短期借入金、未払法人税等につ
いては、短期間で決済されるため、時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載
を省略しております。

（※）2. 市場価格のない株式等は、「投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の連
結貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

(3)金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つ
のレベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成され
る当該時価の算定の対象となる資産又は 負債に関する相場価格により算定し
た時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の
時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプット
がそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類し
ております。

－ 9 －



2026/06/01 12:15:45 / 25299665_株式会社創健社_招集通知

連結注記表

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

その他有価証券

株式 133,278 － － 133,278

その他 － 19,544 － 19,544

資産計 133,278 19,544 － 152,822

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金

（1年以内に返済予定の

長期借入金を含む）

－ 485,603 － 485,603

負債計 － 485,603 － 485,603

①時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

②時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
投資有価証券
　株式については、上場株式における活発な市場の相場価格を用いて評価しており、その時
価をレベル１の時価に分類しております。一方、その他で保有している投資信託について
は、取引所における取引価格が存在せず、かつ、解約時に重要な制限がないため、基準価格
で評価しており、その時価をレベル２の時価に分類しております。地方債については、市場
での取引頻度が低く、活発な市場における相場価格とは認められないため、その時価をレベ
ル２の時価に分類しております。

長期借入金
　借入契約毎に分類した当該長期借入金の元利金の合計額を新規に同様の借入を行った場合
に想定される利率で割り引いて算出しており、レベル２の時価に分類しております。
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区分
金額

(千円)

油脂・乳製品 410,483

調味料 1,592,960

嗜好品・飲料 1,080,049

乾物・雑穀 259,850

副食品 1,233,827

栄養補助食品 118,499

その他 55,945

顧客との契約から生じる収益 4,751,616

その他の収益 －

外部顧客への売上高 4,751,616

(1) １株当たり純資産額 1,694円21銭

(2) １株当たり当期純利益金額 24円30銭

6. 収益認識に関する注記
(1)収益の分解情報

　当社グループは、健康自然食品の卸売業の単一セグメントであり、主要な顧客との契約から生じる

収益を分解した情報は以下のとおりであります。

(2)収益を理解する基礎となる情報

　商品の販売については、食品量販店・小売店等への食品等の商品売上からなります。これらの収益

は、商品を顧客に引渡した時点で履行義務が充足されると判断し、当該時点で収益を認識しておりま

す。代金は、商品引渡し時点を中心に、概ね２ケ月以内に受領しております。

7. １株当たり情報に関する注記

8. 重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。

9. その他注記
該当事項はありません。
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株主資本等変動計算書

（2025年４月１日から
2026年３月31日まで）

(単位：千円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

利益準備金

その他利益
剰余金 利益剰余金

合計別途積立
金

繰越利益
剰余金

当期首残高 920,465 32,130 13,835 45,965 9,500 20,000 130,915 160,415

当期変動額

剰余金の配当 △13,995 △13,995

利益準備金の積立 1,500 △1,500 -

当期純利益 20,129 20,129

自己株式の取得 -

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

-

当期変動額合計 - - - - 1,500 - 4,634 6,134

当期末残高 920,465 32,130 13,835 45,965 11,000 20,000 135,550 166,550

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額等
合計

当期首残高 △11,126 1,115,720 44,498 44,498 1,160,218

当期変動額

剰余金の配当 △13,995 △13,995

利益準備金の積立 - -

当期純利益 20,129 20,129

自己株式の取得 △223 △223 △223

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

- 22,035 22,035 22,035

当期変動額合計 △223 5,910 22,035 22,035 27,946

当期末残高 △11,350 1,121,630 66,534 66,534 1,188,165

株主資本等変動計算書

　（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

(3) 固定資産の減価償却の方法

有 形 固 定 資 産 ……………

（リース資産を除く)

定率法(ただし、1998年４月１日以降に取得した建物(附属設

備を除く)及び2016年４月１日以降に取得した建物附属設備

並びに構築物については、定額法)を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　18年～41年

工具、器具及び備品　２年～20年

個　別　注　記　表

1. 重要な会計方針に係る事項に関する注記
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式………………………移動平均法による原価法を採用しております。

その他有価証券…………………市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定）を採用しております。

市場価格のない株式等

　主として移動平均法による原価法を採用しております。

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

商品………………………………移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法により算定）を採用しております。

貯蔵品……………………………最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用しておりま

す。

無 形 固 定 資 産 ……………定額法を採用しております。

なお、ソフトウエア（自社利用分）については、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しておりま

す。

リース資産………………………リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採

用しております。

投資その他の資産

長期前払費用…………………均等償却を採用しております。

(4) 引当金の計上基準

貸倒引当金………………………売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま

す。

賞与引当金………………………従業員への賞与の支給に備えるため、支給見込額を計上して

おります。

退職給付引当金…………………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職

給付債務（期末自己都合要支給額）を計上しております。

役員退職慰労引当金……………役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当事業

年度末要支給額を計上しております。

(5) 収益及び費用の計上基準
　当社の顧客との契約から生じる収益は、健康自然食品の卸売業において主に商品の販売に
よるものであり、このような商品の販売については、顧客に商品を引き渡した時点で収益を
認識しております。
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現金及び預金（定期預金） 233,000千円

建物 35,189千円

土地 39,368千円

計 307,558千円

短期借入金 450,000千円

１年内返済予定の長期借入金 166,939千円

長期借入金 273,082千円

計 890,021千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 269,277千円

借入債務保証 19,890千円

短期金銭債権 5,655千円

長期金銭債権 12,134千円

短期金銭債務 14,747千円

売上高 12,832千円

仕入高 115,728千円

営業取引以外の取引に

よる取引高

1,043千円

当事業年度末日における自己株式の種類及び数　普通株式 5,827株

2. 会計上の見積りに関する注記
（1) 繰延税金資産の回収可能性

① 当事業年度の計算書類に計上した金額： 16,523千円(相殺前)

② 会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報

「連結注記表　2．会計上の見積りに関する注記　(1)繰延税金資産の回収可能性　②会計上の

見積りの内容に関する理解に資する情報」に同一の内容を記載しているため、記載を省略してお

ります。

3. 貸借対照表に関する注記
(1) 担保に供している資産及びこれに対する債務

（資産）

（上記に対する債務）

(3) 保証債務

　関係会社である髙橋製麺株式会社に対し、次の債務保証を行っております。

(4) 関係会社に対する金銭債権債務

　（注）上記短期金銭債権及び長期金銭債権には、関係会社に対する貸付金が含んでおります。

4. 損益計算書に関する注記
 関係会社との取引

5. 株主資本等変動計算書に関する注記
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（単位：千円）

当事業年度
（2026年３月31日現在）

繰延税金資産

貸倒引当金損金算入限度超過額 298

賞与引当金損金算入限度超過額 7,461

役員退職慰労引当金損金算入限度超過額 50,092

退職給付引当金損金算入限度超過額 38,112

ゴルフ会員権等評価損 1,279

減損損失 10,594

関係会社株式評価損 9,072

その他 8,707

繰延税金資産小計 125,618

評価性引当額 △109,095

繰延税金資産合計 16,523

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △30,186

繰延税金負債合計 △30,186

繰延税金資産（負債）の純額 △13,663

（単位：％）

当事業年度
（2026年３月31日現在）

法定実効税率 30.31

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 13.04

出向者負担金に係る損金に算入されない項目 6.09

受取配当金等永久に損益に算入されない項目 △0.53

住民税均等割 4.35

評価性引当額純増減 △2.14

税率変更による期末繰延税金資産の増額修正 △1.00

その他 0.00

小計 19.81

税効果会計適用後の法人税等の負担率 50.12

6. 税効果会計に関する注記
（1）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該

差異の原因となった主要な項目別の内訳

（3）法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

　税法の改正に伴い、翌事業年度以降に解消が見込まれる一時差異等に係る繰延税金資産及び繰

延税金負債については、法定実効税率を30.31％から31.21％に変更し計算しております。

この変更による当事業年度の計算書類に与える影響は軽微であります。
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個別注記表

(1) １株当たり純資産額 1,698円17銭

(2) １株当たり当期純利益金額 28円77銭

7. 収益認識に関する注記
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報について、「連結注記表　6.収

益認識に関する注記」に同一の内容を記載しておりますので注記を省略しております。

8. １株当たり情報に関する注記

9. 重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

10. その他注記
該当事項はありません。
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